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●オフィス出勤率の低下 

 オフィス出勤率の低下が進んでいる。かねてから出勤率の推移は感染状況と連動しており、今回もその

一環といえよう。 

 米 Google 社は、保有する位置データを元に、オフィス関連（workplaces）の人流の推移を公表している。

この推移をオフィスの出勤率と読み

替えると、直近の大阪はコロナ前の

約18％減となっている（図表1）。 

減少率としては、前回の第 6波よ

りも大きく、約 1年ぶりの水準とな

っている。過去最多の感染数を記録

した、第 7波の影響が表れた結果と

いえよう。 

 東京も同様に、直近はコロナ前の

約 30％減となっている。この水準はちょうど昨年の 8月頃、感染第 5波が到来した時期と同じであるが、

当時は重症化率の高いデルタ株の感染が広がる中、テレワークなどで出勤率を下げる動きが進んだ。 

 今回もそれに近い動きが進んでおり、オミクロン株 BA5 は重症化率がそれほど高くないとはされつつも、

感染力の強さへの対応が進む格好となっている。 

 

●全国は第 1波以来の水準 

一方、注目されるのは、全国的な

出勤率の推移である。 

実は、東京や大阪以上に低下の

動きが目立つ。直近は 19％減とな

り、コロナ禍が始まった当初の 20

年 5 月以来の減少率となっている

（図表2）。19％減といえば大阪以上

の水準であるが、感染拡大期に全国の減少率が大阪を上回るこ

とは珍しい。 

この背景には、感染第7波の特徴である、地方圏での感染者数

の多さが挙げられよう。従来は首都圏や関西の中心部が感染の

中心であったが、今回は地方圏での感染拡大が目立つ。 

 人口 10 万人あたりの新規感染者数をみると、直近は佐賀が全

国で最も多く、鹿児島、宮崎といった九州各県がそれに続く

（図表 3）。また、徳島や高知も 10位以内に入るなど、感染第 6

波とはトレンドが全く異なる。 
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（県別）人口10万人当たり新規感染者数

（出所）厚生労働省「新規陽性者数の推移」 ※7日間移動平均

（人/日）

【図表2】 

テーマ：地方圏で低下するオフィス出勤率 

～テレワークの拡充というよりも、感染等による自宅待機の増加か～ 

～4 

【図表1】 

【図表3】 
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●地方圏の出勤率は大幅に低下 

実際に感染状況が厳しい地域の出勤率をみると、例えば徳島では、直近の減少率がコロナ禍始まって以

来の水準となっている（図表 4）。 

東京や大阪を含む大多数の地域で

は、今でも感染第 1 波（20 年 4～5

月）が最大の減少率であるが、徳島

や宮崎などでは直近で過去最大を更

新している。 

結果として、直近の地方圏の出勤

率は大阪等とも変わらない水準にあ

るが、地方圏の企業が都市部並みに

テレワーク関連の設備を備えている

とは考えにくい。 

実態としては、陽性者や濃厚接触者の増加が、出勤率の押し下げにつながっている可能性があろう。想

定以上の出勤率の低下は企業活動への影響も大きいだけに、楽観視はできない。 

大阪や東京では感染がピークアウトする兆しもある中、まだ地方圏では拡大の動きが続いている。医療

体制への影響はもちろんのこと、出勤率のさらなる低下には注意が必要といえよう。 

 
本件照会先：大阪本社荒木秀之

TEL : 06-6258-8805 mail : hd-araki@rri.co.jp
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【図表4】 


